2016年9月30日～10月1日　時事、共同、朝日のみ
民進党憲法調査会、衆院予算委、高江、豊洲、社説
「注目されない惨状知って」＝少年兵解放に尽力－中央アフリカ勤務のユニセフ職員
　ダイヤモンドなど豊富な地下資源に恵まれながら、１９６０年の独立以来クーデターが頻発し慢性的に政情不安を抱える中央アフリカ。武装勢力に徴用された少年兵の解放に尽力した国連児童基金（ユニセフ）中央アフリカ事務所の小川亮子・子どもの保護専門官（３６）が東京都内で時事通信のインタビューに応じ、「シリアのように派手な空爆などがないために注目されない惨状を知ってほしい」と訴えた。
　２０１４年２月から首都バンギで勤務。ユニセフによると、国民の３８万人が国内避難を余儀なくされ、さらに４６万人がカメルーンや南スーダンなどの周辺国で難民生活を送っている。「周辺国も安全とは言い難い。貧困にあえぐ国民は欧州へ行く飛行機代もなく、内陸国で海も渡れない」と話す。
　国内では、イスラム教徒主体の反政府勢力「セレカ」とキリスト教徒主体の民兵組織「アンチ・バラカ」との間で報復合戦が続き、民間人に多数の死傷者が出ている。「単純な宗教対立ではない。地下資源を狙う諸外国がそれぞれの武装勢力を陰で支援していることが、泥沼化に拍車を掛けている」とみている。
　今年４月まで、６０００～１万人いるとされる少年兵の解放プロジェクトに携わった。子どもたちへの聞き取りで「恐怖心を克服するために薬物を投与されたり、敵の血を飲めば死なないと信じ込まされたりする」という惨状を目の当たりにした。両親を目の前で殺され復讐（ふくしゅう）を誓って自ら志願して組織に入るケースが一番多いという。家族全員を殺害され家を失い、村を襲った武装勢力に入るしか生きるすべのなかった子どももいた。
　昨年５月、バンギでユニセフが主導した和平フォーラムでは、武装勢力１０団体との間で少年兵の解放で合意。その後行われた式典では、３００人以上の少年兵が解放された。「困窮しているのに身寄りのない子どもを受け入れてくれる里親家族がいたことに感動した」と話す。
　今年３月、トゥアデラ元首相が大統領に就任した。国民の受け止めは「期待と不安の入り交じった様子」だという。小川さんは「資源を狙う外国に搾取されないよう安定した政権をつくらなければ、惨状に終わりはない」と強調した。　（時事通信2016/10/01-05:26）
テロ安全対策で意見交換＝外務省
　外務省は３０日、日本人７人が犠牲となった７月のバングラデシュでのテロ事件を受けて設置した「国際協力事業安全対策会議」の会合を省内で開いた。各国でのテロ対策の在り方について意見が交わされ、同省の体制強化の一環として国際協力事業安全対策室を新設したことが報告された。　
　出席した小田原潔外務政務官は「国際協力事業実施に当たっては、一人も取り残さない徹底した安全対策を講じていくことが求められる」と指摘。国際協力機構（ＪＩＣＡ）の越川和彦副理事長は、情報収集・分析態勢の強化や企業関係者との情報共有を進めていく考えを示した。（時事通信2016/09/30-12:38）
米軍経費、日米で分担＝岸田外相
　岸田文雄外相は３０日の閣議後の記者会見で、米大統領選の共和党候補、ドナルド・トランプ氏が在日米軍駐留経費の負担増を日本政府に求めていることに関し、「日米安保体制はいずれかの国のみが利益を享受する枠組みではない。駐留経費は日米間で適切な分担が図られるべきものだ」と述べた。（時事通信2016/09/30-09:48）
米国防長官、フィリピンとの同盟「強固」＝再均衡政策は継続
　【ワシントン時事】カーター米国防長官は２９日、カリフォルニア州サンディエゴ沖に停泊中の空母「カール・ビンソン」上で演説し、「米国とフィリピンの同盟は強固だ」と述べた。ドゥテルテ比大統領が米比合同軍事演習を来年以降は実施しないと表明し、両国関係の悪化を懸念する声が上がる中、不安の払拭（ふっしょく）を図った。
　カーター長官は演説で、オバマ政権の打ち出したアジア太平洋へのリバランス（再均衡）政策を今後も進めていく方針を強調。リバランス政策を進めるに当たって、日米同盟などに加えフィリピンとの同盟の重要性に言及した。（時事通信2016/09/30-08:53）
新迎撃ミサイル、候補地決定＝配備前倒しへ－韓国
　【ソウル時事】韓国国防省は３０日、最新鋭地上配備型迎撃システム「高高度防衛ミサイル（ＴＨＡＡＤ）」の在韓米軍への配備について、南部・星州のゴルフ場を候補地に決定したと発表した。北朝鮮の弾道ミサイルに対抗するため導入されるＴＨＡＡＤは、当初、星州の基地に配備される計画だったが、地元の強い反対を受けて変更された。
〔写真特集〕北朝鮮の軍事力～知られざる実力～
　北朝鮮が核実験や弾道ミサイルの試射を繰り返す中、米韓両政府は、候補地の最終決定に伴い、配備時期を当初目標としていた２０１７年末から前倒しする。ラッセル米国務次官補（東アジア・太平洋担当）は２７日、米下院小委員会で「北朝鮮がミサイル実験を加速させているため、できるだけ速やかに配備することになる」と指摘。韓国紙・文化日報は３０日、１７年前半にも配備されると報じた。（時事通信2016/09/30-15:45）
韓国、THAAD配備先を再決定　南部のゴルフ場に
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高高度防衛ミサイル（THAAD）の発射実験（米国防総省提供・ロイター＝共同）　【ソウル共同】韓国国防省は30日、北朝鮮の弾道ミサイル対策として韓国配備が決まっている米軍の最新鋭迎撃システム「高高度防衛ミサイル（THAAD）」の配備先について、南部慶尚北道星州郡のゴルフ場を最適地として結論付けたと、関係自治体や国会に説明した。聯合ニュースが伝えた。

　配備先は韓国ロッテグループの系列会社が所有するゴルフ場とされる。韓国政府が今後、取得に向け交渉を進める。

　国防省は7月、THAADを星州郡の韓国空軍基地に配備すると発表したが、付近住民らがレーダーの電磁波で健康被害が生じると主張し強く反対。米韓が再検討していた。

中国の国産空母、スピード建造…来年進水か

読売新聞2016年10月01日 06時04分



読売新聞が入手した、遼寧省大連で９月下旬に撮影された建造中の中国初の国産空母の写真

　中国軍が遼寧省大連の造船所で建造している、国産初の空母の全容をとらえた写真を読売新聞は入手した。

　９月下旬に撮影された写真には、上甲板の構造物工事が本格化し、右舷に艦橋とみられる構造物が写っている。船首部にはスキージャンプ台方式と呼ばれる、艦載機が飛び立つための傾斜も確認できる。船体の周りには巨大なクレーンが何基もある。軍事関係筋は「建造スピードが速く来年前半には進水できる」との見通しを示した。

　中国軍は、ウクライナから購入した船体を改修した空母「遼寧」を２０１２年に就役させた。建造中の空母が就役すれば２隻目となる。

民進憲法調査会長に枝野氏
　民進党は３０日、党憲法調査会長に枝野幸男前幹事長を起用する人事を内定した。１０月４日の常任幹事会で正式決定する。枝野氏は安倍政権下での憲法改正に反対しており、党内論議も慎重に進める見通しだ。
　弁護士出身の枝野氏は旧民主党時代にも憲法調査会長を経験しており、現在は憲法問題を担当する常任幹事を務めている。民進党幹部は「枝野氏は憲法問題を熟知しており、彼以上の適任者はいない」と述べた。（時事通信2016/09/30-10:37）
憲法調査会長に枝野前幹事長　民進、改憲慎重対応
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枝野幸男氏　民進党の蓮舫代表は、憲法改正に関する論議の取りまとめ役となる党憲法調査会長に、枝野幸男前幹事長を充てる方針を固めた。引退した江田五月元参院議長の後任となる。関係者が30日、明らかにした。来週の常任幹事会で正式決定する。蓮舫氏は憲法9条の堅持を掲げる。安倍政権下の改憲に否定的な枝野氏の起用によって、慎重に対応したい意向だ。

　枝野氏は、8月に行った共同通信のインタビューで、国会の憲法審査会について「開催を許さないとは思っていないが、憲法論議と改憲論議は違う」として改憲を前提とする審査会運営には疑問を呈した。

安倍首相、五輪開催費の抑制促す＝改憲論議、柔軟に対応－衆院予算委


衆院予算委員会で答弁する安倍晋三首相＝３０日午後、国会内
　安倍晋三首相は３０日午後の衆院予算委員会で、２０２０年東京五輪・パラリンピック開催経費をめぐり東京都が当初見込みを大きく上回る３兆円超と推計したことについて、「当事者の都と日本オリンピック委員会（ＪＯＣ）が一義的に責任を持つのは当然だ」と述べた。その上で「政府として保証しているので、注文を付けるべきところは付けていきたい」と、国としても抑制を促す考えを示した。民進党の初鹿明博氏への答弁。
　初鹿氏は、政府としての開催経費の見積もりを示すよう要求。これに対し、丸川珠代五輪担当相は「大会組織委員会と都の今後の議論によって変動し得る」と述べ、現段階では確定できないとの認識を示す一方、「私どももコスト抑制の取り組みをしっかりバックアップしていきたい」と強調した。
　国会での憲法改正論議について、首相は「自民党改憲草案をベースに議論したい」と述べながらも、「（改憲発議に必要な）３分の２という多数を形成しなければならない。そのまま通るとは全く思っていない」と、草案に固執せず柔軟に対応していく姿勢を改めて示した。　
　基本的人権を永久不可侵の権利と定めた９７条が同草案で削除されていることに関し、首相は「現行憲法の国民主権、基本的人権の尊重、平和主義の三原則が変わらないのは大前提だ。基本的人権を制約するということではない」と説明した。民進党の細野豪志代表代行への答弁。
　陸上自衛隊が国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加している南スーダン情勢について、首相は「武力紛争が新たに発生したとは考えていない。ＰＫＯ参加５原則は維持されている」と主張。「駆け付け警護」など安全保障関連法に基づく新任務の付与については「慎重に検討し適切に判断する」と述べた。同党の辻元清美氏への答弁。（時事通信2016/09/30-19:19）
総立ち拍手、問題視せず＝「議員個人の判断」－安倍首相
　安倍晋三首相は３０日の衆院予算委員会で、先の所信表明演説で自衛隊員らへの敬意に言及した際に自民党議員が総立ちで拍手したことについて、「敬意の表し方は議員個人個人が判断することだ。どうしてことさら問題になるのか理解できない」と述べ、問題視しない考えを示した。民進党の細野豪志代表代行への答弁。
　首相は、昨年４月に米議会上下両院合同会議で自らが行った演説に「十数回スタンディングオベーションがあった」と紹介し、「悪いということはない」と主張。同時に「強制して一斉にやるのはおかしい」とも指摘し、「（所信演説で）私が促しているわけではない」と語った。　
　細野氏は独裁国家を念頭に「首相自身も拍手している姿を見ると、この国の国会ではないような錯覚を覚えた」と批判。これに対し、首相は「わが党への侮辱だ」と不快感をあらわにした。（時事通信2016/09/30-16:05）
細野氏追及、首相は色をなして反論　起立・拍手問題
朝日新聞デジタル三輪さち子2016年9月30日19時22分
　安倍晋三首相の所信表明演説中に、自民党議員らが一斉に起立・拍手をした問題をめぐり、３０日の衆院予算委員会で、民進党の細野豪志代表代行が「この国の国会ではないんじゃないか」と批判し、首相が「あまりにも侮辱ではないか」と色をなして反論する場面があった。
　細野氏は「自衛官や海上保安官に拍手をしているというより、首相に拍手をしているように見える。首相ご自身も本会議場の壇上で拍手をしている姿を見ると、この国の国会ではないんじゃないかという錯覚すら覚えた」と批判した。
　首相は「強制して全員が一斉にやるのは確かにおかしい。敬意の表し方はそれぞれの判断だ」と語り、スタンディングオベーションを促していないと説明。そのうえで、「私が許せないのは、どこかの国と同じだと。どの国なんですか？」と声を荒らげた。
　首相は２６日の所信表明演説で、海上保安庁や警察、自衛隊をたたえ、「今この場所から、心からの敬意を表そう」と呼びかけ、自民党議員らが一斉に起立・拍手した。大島理森衆院議長から「ご着席下さい」と注意され、自民側もその後「適切ではなかった」と認めた。（三輪さち子）
ＴＰＰ承認「次期政権で議論を」　米上院共和党トップ
朝日新聞デジタルワシントン＝五十嵐大介2016年9月30日10時20分
　米議会上院の共和党トップ、マコネル院内総務は２９日、環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）の議会承認について、「（大統領選候補の）トランプ、クリントン両氏が反対しており、政治的に難しい。今の議会で肯定的に取り組めるとは思わない」と話し、次期政権下で議論すべきだとの考えを示した。
　オバマ政権は、大統領選後の「レームダック（死に体）」期間の議会承認に向け、超党派で支持拡大を進めている。マコネル氏は「誰が次期大統領に選ばれたとしても、貿易の恩恵について真剣な議論に戻れることを期待する」として、承認は来年以降になるとの見方を示した。（ワシントン＝五十嵐大介）
小泉進次郎氏、ＪＡ全農に苦言…ヒアリング
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　自民党のプロジェクトチーム（委員長＝小泉進次郎農林部会長）は２９日、１１月の農業改革案のとりまとめに向けて、全国農業協同組合連合会（ＪＡ全農）など農業関係者からヒアリングを行った。

　改革論議が本格化した９月以降、ＪＡ内の守旧派や自民党内の農村部選出の議員などからの抵抗が強まっており、攻防が激しくなっている。

　この日の会合で、農協の手数料は高いとの指摘に対し、ＪＡ全農幹部が「（農家から受け取る）手数料は従業員や家族を養う財源だ」と述べ、引き下げに難色を示した。小泉氏は「そこの認識は誤っていると思う」と批判し、ＪＡ全農の姿勢をただした。

　会合後、小泉氏は記者団に対し、「農家は農協職員を養うために農業を営んでいるわけではない」と述べ、改めて苦言を呈した。

稲田氏、涙ぐむ場面も＝辻元氏の「言行不一致」追及に


衆院予算委員会で苦渋の色を浮かべ答弁する稲田朋美防衛相＝３０日午後、国会内
　３０日の衆院予算委員会で、稲田朋美防衛相が民進党の辻元清美氏の質問に涙ぐむ場面があった。
　辻元氏は、今年８月に「靖国神社参拝を回避するため」稲田氏がジブチを訪問し、１５日の全国戦没者追悼式も欠席したと指摘。「あなたはいつも、国のために命をささげた方に感謝しないといけないと言っている。言行不一致ではないか」と攻め立てた。
　稲田氏は「本当に残念なことに、出席できなかったということは、ご指摘として受け止めたい」と涙声で語った。　（時事通信2016/09/30-22:14）
生前退位、特例法で対応可能＝改憲も不要－政府が初見解
横畠裕介内閣法制局長官は３０日の衆院予算委員会で、天皇陛下の生前退位に向けた法整備について、皇室典範を改正しなくても、その特例を設ける特別立法で対応することは法制上可能との見解を明らかにした。「憲法改正しなければ、退位による皇位継承を認めることができない、というわけではない」と述べ、現行憲法下で可能との認識も示した。
　陛下の生前退位の意思が表面化して以降、関連法整備に関する法制局長官の国会答弁は初めて。民進党の細野豪志代表代行の質問に答えた。　
　憲法２条は皇位について「世襲のものであつて、国会の議決した皇室典範の定めるところにより、これを継承する」と定める。横畠氏はこれに言及し、皇位継承は「法律事項」と指摘。その上で「憲法第２条に規定する『皇室典範』は特定の制定法である皇室典範のみならず、典範の特例、特則を定める特別法も含まれ得る」と説明した。（時事通信2016/09/30-18:59）
稲田防衛相、涙ぐむ一幕も　戦没者追悼式欠席で
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　稲田朋美防衛相が30日の衆院予算委員会で、終戦記念日8月15日の全国戦没者追悼式を欠席したことを巡り、民進党の辻元清美氏から「命をささげた方に感謝の心を表すことができない国家では防衛は成り立たないと言っておきながら言行不一致だ」と追及され、涙ぐむ一幕があった。

　辻元氏は、稲田氏が例年行っていた靖国神社参拝を見送ったことにも触れ「あなたの『戦争で亡くなった方々へ心をささげる』というのはその程度だったのか」とただした。

　稲田氏は「私の気持ちは変わらない。本当に残念なことに出席できなかったが、指摘は指摘として受け止めたい」と涙ぐんで唇をかんだ。

稲田防衛相、涙ぐむ場面も　攻める民進、首相が助け舟
朝日新聞デジタル2016年9月30日20時56分


　臨時国会は３０日、論戦の舞台が衆院予算委員会に移った。民進党は稲田朋美防衛相に集中的に質問を浴びせ、防衛相としての資質を問うた。審議は再三にわたって中断し、稲田氏の代わりに安倍晋三首相が答弁に立つ場面もあった。
　民進の辻元清美氏が追及したのは、２０１１年３月号の雑誌「正論」の対談で稲田氏がした「長期的には日本独自の核保有を単なる議論や精神論ではなく国家戦略として検討すべきではないでしょうか」との発言。
　辻元氏が発言の撤回を求めると、稲田氏は「今、核保有はすべきではないと思っている」と答弁。辻元氏は「『今は必要ない』はあいまい。国際的な信用をなくす」と迫った。稲田氏は「核のない世界に向けて全力を尽くす」と繰り返し、撤回には応じなかった。
　さらに、辻元氏は「自国のために命を捧げた方に感謝の心をあらわすことができない国家であっては防衛は成り立たない」と言う稲田氏が、今年８月１５日にあった政府主催の全国戦没者追悼式を欠席したことを「言行不一致」と指摘。稲田氏は「大変、残念だったと思う」と言葉を詰まらせ、涙ぐんだ。
　民進の後藤祐一氏は自衛隊が国連平和維持活動（ＰＫＯ）に従事する南スーダン情勢について尋ねた。首都ジュバで７月にあった銃撃戦が戦闘行為に当たるかどうかについて、「稲田氏が質問に答えていない」として繰り返し質問。答えに窮した稲田氏に代わって安倍首相が答弁に立つ一幕もあった。後藤氏は「首相が防衛相を兼ねないといけませんね」と皮肉った。
「県民第一」生活に根差す政策を　知事選告示　有権者の声
新潟日報2016/09/30 11:50
　「安心して暮らせる地域に」「県民と近い県政を」。知事選が告示された２９日、県内各地から生活に根差した県政を望む声が上がった。有権者は人口減少や地域の疲弊など、多くの課題を解決できる新リーダーを見極めようとしている。
　新人２人が相次いで街頭演説をした長岡市のアオーレ長岡前は、大勢の有権者が集まった。小雨が降る中、演説を聞き比べた同市の無職男性（７１）は「高齢者が安心して介護を受けられる環境を整える候補を選びたい」と力を込めた。
　県人口は２３０万人を割り、地域の縮小に歯止めがかからない。上越市浦川原区の中保倉小学校は来春閉校する。地元の地域おこしグループ会長の男性（６０）は「県政と県民の距離が遠く感じる。地域に足を運び、課題を実感できている人に投票したい」と語る。
　人口減少対策には、子育て環境の充実が欠かせない。新潟市南区の大学生（２０）は「将来、親になったときに安心して子供を預けられるよう保育士の労働環境を改善してほしい」と願う。
　地域の衰退に影響する公共交通網の脆弱（ぜいじゃく）化にも不安の声が漏れる。村上市と新潟市を結ぶ高速バス路線は３０日で廃止。月２、３回利用する村上市のパート女性（６３）は「新潟市の病院に入院する母の見舞いにどうやって通えばいいのか。各候補が公共交通をどう考えるのか聞きたい」と訴えた。
　兼業でコメを作る新発田市のタクシー運転手男性（７６）は、本県の基幹産業である農業の将来を心配する。「多くの農家は、コメ作りの環境がどう変わるか不安に思っている」と話す。
　地震や水害が相次ぐ本県では災害対策も重要な課題だ。２０１１年の新潟・福島豪雨で被災したそば店を今年再開させた三条市の男性（３５）は「各地で災害が頻発し、誰でも被災する可能性がある。防災を真剣に考える候補に一票を投じたい」と話した。
　日本海横断航路計画の船購入問題を解決する知事を選ぶ選挙戦にもなる。新潟市中央区の主婦（４０）は「トップは問題があったときに『知らなかった』ではなく、しっかり責任を持ってほしい。政策を実現できる人を選びたい」とした。
高江ヘリパッド 国、３６台分砂利搬入　市民ら提供区域内で抗議

琉球新報2016年9月30日 11:46 


建設に反対する市民らがプラカードを掲げて抗議する中、砂利を運び込むダンプカー＝３０日午前９時半すぎ、東村高江の米軍北部訓練場Ｎ１地区ゲート前
　【ヘリパッド取材班】東村と国頭村に広がる米軍北部訓練場の新たなヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設で、沖縄防衛局は３０日午前、３６台分の砂利をＮ１地区ゲートへ搬入した。一日にＮ１地区へ入れた砂利の量ではこれまでで最多となった。
　建設に反対する市民ら１０人がＮ１ゲート前でプラカードなどを掲げて抗議した。機動隊約３０人が市民らを囲い込むなどして動きを封じた。
　ダンプカーは午前９時半ごろから午前１０時５０分ごろにわたって１２台が３往復して砂利を運んだ。ダンプカーはＮ１地区より東村側にあるメインゲート内で砂利を補充した。
　一方、通称「Ｎ１裏」では建設に反対する市民ら約４０人が米軍提供区域内に入り、Ｎ１地区付近とＨ地区を結ぶ運搬道路などで抗議行動をした。
【琉球新報電子版】
沖縄県警本部長、市民ロープで拘束は「災害救助」

沖縄タイムス2016年9月30日 15:55

　東村高江周辺の米軍ヘリパッド建設の抗議行動中に機動隊が市民を工事用ロープで拘束し、斜面から引き上げたことについて、県警の池田克史本部長は「命綱の代わりにロープを腰などに結び付けた。災害救助をする形」との認識を示した。２９日の県議会９月定例会一般質問で花城大輔氏（沖縄・自民）に答えた。



米軍北部訓練場内での抗議行動で、警察官にロープで縛られ引き上げられる市民（中央）＝２８日（提供）

　池田本部長は「伐採された木が落ちる谷底に約３０人がいた。危ないから移動を求めたが動かず、１人につき５、６人で斜面の上に引っ張り上げた」と説明。「命綱を使ったのは３人。刑事特別法に違反して（訓練場内に）侵入しており、そういう行為はやめてほしい」と述べた。

　一方、ロープで縛られ、腹部にあざができた２０代女性は「笑いながら無理やりくくりつけられて、ばかにされた感じだった。これが災害救助なわけがない」と強引な手法を批判した。

　機動隊員に胸部をロープで縛られ５～６人がかりで移動させられた７２歳女性は「食い込んだ痛みと屈辱感があった。自治権を無視された強行を止めるため精いっぱい行動したい」と、２９日も抗議に加わった。

中城村議会、県外機動隊撤収を要求　辺野古・高江で「過剰警備」

沖縄タイムス2016年9月30日 07:13

　【中城】中城村議会（與那覇朝輝議長）は９月定例会最終日の２９日、本会議を開き、名護市辺野古の新基地や東村高江のヘリ着陸帯建設に抗議する市民らを排除し続ける機動隊を「過剰警備」と指弾し、即時撤収を求める意見書を賛成多数で可決した。首相官邸や警察庁、県警など関係機関に送付する。機動隊撤収を要求する意見書は県内初。

　意見書はこれら抗議活動を「非暴力に徹した正当な活動」で憲法の認めるものと強調。賛否の対立する政治課題への一方的介入は不偏不党を定めた警察法に反するほか「事態を一層解決困難にしている」と指摘して、県外から派遣された機動隊の即時撤収と過剰警備禁止などを求めた。

　新垣善功村議は「住民の活動は明らかに法令違反で公共の福祉に反する」と反対討論したが、意見書は賛成１２、反対３（議長除く）で可決された。

　村議会はまた、米軍のハリアー戦闘攻撃機が墜落した事故について全米軍機の飛行停止と原因の公表を求める抗議決議と意見書を全会一致で可決した。

■ロープ縛り「適切」安全確保を主張　警察庁担当者

　【東京】東村高江周辺の米軍北部訓練場内でヘリパッド建設に抗議する市民が警察機動隊員らにロープで縛られた件で、警察庁の担当者は２９日、安全確保のために適切な行為だったと説明した。参院議員会館で開かれた国際環境ＮＧＯ「ＦｏＥ　Ｊａｐａｎ」主催の会合で答えた。

　担当者は「県警に確認したところ、北部訓練場のヘリパッド建設地区の斜面に（市民が）座っていた。現場の安全確保のために必要な措置を取った。反対する人たちがいた場所は斜面でぬかるみもあり（ロープは）命綱にし、手すりとしても使用したと聞いている」と説明した。

　参加者は「特別公務員職権乱用罪に当たる。派遣した警察庁はロープで縛った機動隊員を捜査すべきだ」と主張した。

　しかし担当者は「特別派遣された部隊は県警本部長の指揮下にある。警察庁が独自に調査することは考えていない。足をひねった人がいることは聞いているが、機動隊の活動によって起きたという報告は受けていない」と答えた。

　警察庁の説明に納得できない参加者らは「安全確保と言うが、機動隊が来て以降の方がけがをし、危険な目に遭っている」と反発した。

都に「甘えと油断」＝意思疎通欠き決定－豊洲問題
　「大組織が故の甘えと油断があった」「恥ずかしい状況だ」。豊洲市場の盛り土問題に関する内部調査結果の報告書を公表した３０日の記者会見で、小池百合子知事は都の体制を批判する言葉を並べた。報告書は、約６０００億円を投じたビッグプロジェクトの組織決定が、十分な意思疎通を欠いたまま行われた過程を浮き彫りにした。それでも「いつ、誰が」との疑問は残ったままだ。
　調査では、幹部や職員、ＯＢを含め、３０人以上から聞き取りを行った。歴代の中央卸売市場長は「全面盛り土だと考えていた」などと証言。責任感の薄さを露呈した。
　岸本良一市場長と２０１１年７月から１年間、市場長を務めた中西充副知事は、小池氏の会見後に記者団の前で頭を下げた。昨年に地下空間を視察した岸本氏は、「盛り土の上にあると思い込んでいた」と陳謝。中西氏は「地下にモニタリング空間があるとは聞いていた。詳細に問いただしていれば」と悔やんだ。
　地下空間設置の方針が担当部署で確認されたのは、１１年８月に開かれた部課長会議。ターニングポイントとも言える重要な会合だが、会議録などは残っていなかった。
　他にも、仕事の引き継ぎが万全でなかったり、都議会で敷地全体に盛り土をしていると繰り返し答弁する失態を演じたりした。
　公益通報制度の活用などを通じ、調査続行を宣言した小池氏。「『都庁は伏魔殿』と評論家のように言っているわけにはいかない」と語気を強めたが、その結果を示す時期は示さなかった。（時事通信2016/09/30-22:19）
豊洲、盛り土なし解明できず　小池知事、内部告発促す

共同通信2016/9/30 23:439/30 23:44updated
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豊洲市場の建物下に盛り土がなかった問題の検証報告書について、記者会見する東京都の小池百合子知事＝30日午後、東京都庁[image: image10.jpg]


豊洲市場＝東京都江東区　築地市場（東京都中央区）の移転先となる豊洲市場（江東区）の建物下に土壌汚染対策の盛り土がなかった問題で、小池百合子知事は30日、担当部局「中央卸売市場」が2008年10月から13年2月にかけ、段階的に盛り土をしない方針を決定したとする検証報告書を公表した。地下空間設置を決めた責任者は特定できず、内部告発を促す公益通報制度を導入して原因究明を続ける考えだ。

　小池知事は「誰が（決めたか）という点については、ピンポイントで指し示すのは難しい」と述べた。報告書については「一定の評価はするが、十分ではない。もう一歩、二歩前に進めるために情報収集したい」とした。

「いつ誰」特定できず＝小池氏「引き継ぎずさん」－豊洲盛り土問題で報告書・都
　東京都が築地市場（中央区）からの移転を延期した豊洲市場（江東区）の建物下で盛り土が行われなかった問題をめぐり、小池百合子知事は３０日の記者会見で、内部調査結果をまとめた報告書を公表した。報告書は盛り土をしない方針を「いつ、誰が」決めたのか、特定できなかったと説明。組織内の連携不足などが、こうした事態を招いたと結論付けるにとどまった。
　小池氏は「歴代の部署の引き継ぎがいいかげんだった。最も大きな原因はガバナンスや責任感の欠如だ」と批判。都庁の構造的な問題にメスを入れる必要性に言及した。
　その一環として、副知事や局長級の幹部で構成する「都庁マネジメント本部」を新設。組織内の縦割り排除や情報共有に取り組む意向を表明した。
　報告書によると、土壌汚染対策の盛り土を行わずに地下空間を設ける案は、担当部局である「中央卸売市場」内で、２００８年１０月ごろに検討を開始。１３年２月末に実施設計が完了するまでの間に、段階的に決まった。１０年４月に施行された改正土壌汚染対策法に対応するため、必要性が認識されたという。


　１０年１１月に作成した基本設計発注のための仕様書に明記され、１１年６月に完成した基本設計書に盛り込まれた。同年８月には中央卸売市場の部課長会議で、地下空間設置の方針を確認。実施設計に至った。
　検討が始まった０８年から現在に至るまでの歴代５人の中央卸売市場長の聞き取りでは、４人が「地下空間の存在は知らなかった」「盛り土の上に建設されるものと考えていた」などと回答。前市場長だけは「地下空間の存在と盛り土が行われていないことについて認識していたが、矛盾を感じていなかった」と答えた。
　こうした調査結果を受け、小池氏は「職員自らの手でやったことは評価するが、十分ではない」と指摘。さらなる情報収集に向け、公益通報制度を活用する考えを示した。　


豊洲市場の盛り土問題で頭を下げる東京都の岸本良一中央卸売市場長（左）ら＝３０日午後、東京都新宿区の都庁
　石原慎太郎元知事らへの聞き取りは、「時間の調整ができていない」（小池氏）ため、行っていない。
　豊洲市場の土壌汚染対策に関しては、専門家会議が０８年７月に敷地全体で盛り土を行うよう提言。しかし都はこれを無視する形で、地下水に新たな汚染が生じた場合に備え、青果棟や水産卸売場棟、水産仲卸売場棟といった主要施設の地下に作業空間を設けていた。
　都は問題発覚まで、都議会での答弁やホームページを通じ、敷地全体で盛り土をしていると説明。建設前には、敷地全体での盛り土を前提に環境影響評価（アセスメント）を行い、修正していなかった。

◇内部調査報告書骨子＝豊洲問題
　１、０８～０９年に技術会議などで建物下への作業空間確保の必要性検討
　１、１１年に新市場整備部部課長会で地下への作業空間設置を確認
　１、１３年の実施設計で地下空間の寸法明記
　１、歴代市場長５人中４人が盛り土があると認識
　１、建築部門は「盛り土なし」、土木部門は「あり」と認識
　１、今回の事態は上司や部下、職種間などの連携不足が要因
　１、「盛り土あり」との議会答弁は前例踏襲
（時事通信2016/09/30-22:16）
豊洲問題で誤った説明「恥ずかしい状況」　小池知事会見
朝日新聞デジタル小林恵士2016年9月30日21時14分
　東京都の築地市場（中央区）が移転する予定の豊洲市場（江東区）の主要施設の下に土壌汚染対策の盛り土がない問題で、小池百合子知事は３０日の記者会見で、「責任者を特定することは難しい」とする調査結果を発表した。「今回の事態を招いたのはガバナンス（内部統制）と責任感の欠如」と厳しく批判。巨大組織に構造的な問題があるとして、縦割り打破などの組織改革に取り組む方針を示した。
　会見では、都の調査チームがまとめた自己検証報告書の内容を小池氏が説明。いつ、どの時点で誰が盛り土をしないことを決めたのか▽なぜ、都議会や都民への説明責任を果たせなかったか、の２点を最重要ポイントとして挙げた。
　盛り土なしの決定については、２００８年の技術部門での内部検討から、１３年２月の実施設計完了にかけ、五つの段階で決まった過程を示したが、責任者は特定できなかった。都民への説明責任の欠如は、土壌汚染対策の土木担当と建物の建築担当の縦割りによる連携不足や、ずさんな引き継ぎなど、組織運営に不備があったとした。
　この結論に小池氏は「いつ誰が、という点は、ピンポイントで指し示すのは難しい。流れの中で、空気の中で進んでいった。それぞれの段階で責務が生じる」と述べた。敷地全体に盛り土をしたとの説明を続けたことは「誰も気づかず、チェックさえなかったという恥ずかしい状況」とした。
　小池氏に続き、地下空間を設ける設計を進めた１１～１２年当時の中央卸売市場長だった中西充現副知事や岸本良一・現中央卸売市場長らが会見し、謝罪。２人は「盛り土の上に建物があると思っていた。理解が足りなかった」と述べ、部門トップとして「責任を痛感している」と繰り返した。
　今回の調査結果について小池氏は「一定の評価はするが不十分」として、ヒアリングを続ける考えを示した。都政改革本部内の情報公開調査チームが今後、内部告発を受け付ける公益通報制度を充実させ、調査を続ける。
　また、部門間の縦割りや形だけの決裁で責任の所在があいまいだったことが原因だとして、重要な課題を部門をまたいで共有する「都庁マネジメント本部」も設置する。（小林恵士）
■豊洲市場の盛り土問題の報告書骨子
①誰が決めた？
→特定できず
②いつ決めた？
→盛り土をしない方針は段階的に決定
　２００８～１３年にかけて、担当部局の技術部門を中心に地下空間について検討。１３年２月に設計図に盛り込まれて確定
③なぜ議会への説明責任を果たさなかった？
→議会の答弁が事実と異なるという認識が幹部になく、問題意識をもつ者もいなかった
④要因
→意思決定や連携の点で組織運営上の問題。部局長が明確に判断する機会がなく、技術と事務の部門間で十分な情報共有もなかった。事業が進むにつれ、縦割りも助長された
豊洲の謎、なぜ解けない　都調査に対し怒りや不信の声
朝日新聞デジタル伊藤あずさ 西本ゆか 坂本進2016年10月1日03時03分

移転問題で揺れる豊洲市場＝９月１４日、東京都江東区、朝日新聞社ヘリから


　日本の台所・築地市場（東京都中央区）の移転はどうなるのか。豊洲市場（江東区）で建物の下に盛り土がされなかった問題で、都の調査は責任者の解明に至らなかった。調査を命じた小池百合子知事は淡々とその結果を説明したが、市場の人や都民からは不信の声が上がった。
　３０日午後２時、都庁６階の記者会見室。約１４０人の報道陣の前に現れた小池氏は、開口一番、余裕の笑顔をみせた。
　「きょうはテレビ台数が多くてすごいですね」
　東京五輪に向けたフラッグツアーなどの話題に続き、豊洲市場問題の調査結果の発表へ。小池氏はわずかに表情を険しくし、パワーポイントで報告書を解説していった。
　主要な建物の下に地下空間を造ったのに、盛り土があると説明し続けた都職員の対応を、強い口調で断じた。「非常に遺憾」「恥ずかしい状況」
　問題発覚後に石原慎太郎元知事が報道陣に「都庁は伏魔殿」と発言したことを念頭に置いてか、「『伏魔殿』と評論家のように言っているわけにはいかない」と述べ、改革を進める意欲を示した。
　だが報告書は、どの時点で誰が盛り土をしないことを決めたのか、特定しなかった。小池氏は「流れの中で、空気の中で進んでいった」と淡々とした表情で語った。
　２８日の都議会での所信表明では、責任の所在を解明すると宣言していた。報道陣から「これ以上詰め切れないのか」「責任の所在はいつまでに明らかにするのか」と質問が相次いだが、「（報告書では）明確な答えがまとまっていないと思います」。
　さらに日本人論で知られた評論家の名を持ち出し、「山本七平さん的にいえば日本の空気の研究。それでは大学の研究に終わっちゃいますので、それからもう一歩、二歩進める」と話し、公益通報制度を使うなどして調査を続ける考えを示した。（伊藤あずさ）【続きあり】
内部調査報告書要旨＝豊洲問題


東京都がまとめた豊洲市場問題の内部調査報告書
　豊洲市場の盛り土問題で都が３０日まとめた内部調査報告書の要旨は次の通り。
【経緯】
　１、２００８年７月、専門家会議が敷地全体に盛り土を行うよう提言。都は具体的工法を検討する技術会議で、建物下に地下水などをモニタリングする作業空間を設ける必要性があるとの認識を同１２月に提示。
　１、都は０９年１月、地下空間が入ったイメージ図を設計会社に提示。
　１、都中央卸売市場の新市場整備部は１０年１１月、基本設計発注時に「作業空間等は基本設計に含む」と明記。地下に設けるか詳細は示さず。
　１、１１年３月に設計会社と基本設計の契約を締結。打ち合わせで地下に作業空間を入れるよう検討を指示。同６月の基本設計には地下空間が入り盛り土のない断面図が示された。
　１、１１年８月の新市場整備部の部課長会で地下空間を設置する方針を確認。盛り土がなくなるとの説明はなし。１３年２月にできた実施設計の断面図には地下空間の寸法を明記し着工。
　１、中央卸売市場が都環境局に提出した環境影響評価に関する書類には、盛り土をしないとの説明はなかった。
　１、０６年７月から市場長を務めた計５人のうち塚本直之氏（１２年７月～１４年７月）だけが「地下空間の存在と盛り土が行われていないことについて認識していたが、矛盾を感じていなかった」と証言。４人は盛り土があると認識していた。
【自己検証のまとめ】
　１、１０年１１月から１１年９月にかけて作業空間を地下に設置することが段階的に固まった。
　１、土壌汚染対策の議会答弁の担当は土木担当ライン。歴代の土木担当部長は建物下に盛り土がないとの認識がなく、虚偽答弁をしていた認識はなかった。建築担当部長は地下空間となっていることを認識していたが、答弁は自らの所管ではないと考え、違和感を覚えず修正意見も述べなかった。
　１、盛り土がなくなることについて、明確に中央卸売市場として意思決定していなかった。今回の事態を招いた背景には、縦（上司と部下）、横（土木と建築、技術と事務）、前後（前任と後任）の連携不足が生じていた。
（時事通信2016/09/30-18:46）
盛り土に関する歴代市場長の認識＝豊洲問題
【比留間英人氏＝２００６年７月～０９年７月】
▽全面盛り土されていると認識、地下空間の存在は知らなかった
▽土壌汚染対策法の改正が見込まれており、モニタリング空間を建物下に設ける必要性
については認識していたが、具体的な検討は将来のことと考えていた
（技術会議でモニタリング空間の議論がされていた時期の市場長）
【岡田至氏＝０９年７月～１１年７月】
▽地下空間利用の議論が行われていたとの認識はなく、全面盛り土だと考えていた
（就任２年目後半は基本設計の契約完了の時期と重なる。技術部門が地下空間を検討し
ていた時期であり、トップとして事業を掌握すべき立場にあった）
【中西充氏＝１１年７月～１２年６月】
▽建物下にモニタリング空間が設置されることは認識していたが、盛り土の上に建設さ
れるものと考えていた
（実施設計の起工決定者。基本設計の内容を部下に説明させ、盛り土の有無を明確にす
る立場にあった）
【塚本直之氏＝１２年７月～１４年７月】
▼地下空間の存在と盛り土が行われていないことについて認識していたが、矛盾を感じ
ていなかった
（実施設計の期間中に就任、建設工事契約の時期に当たる。地下空間について認識があ
ったことから、さまざまな対応を取り得る立場にあった）
【岸本良一氏＝１４年７月～現在】
▽地下空間を視察したが、盛り土の上に建設されていると理解していた
（視察時に盛り土の有無について確認すべき立場にあった）
※都の報告書に基づく
（時事通信2016/09/30-17:27）
ベトナムのドクさんが来月広島へ　原爆資料館見学、講演も

共同通信2016/9/30 17:13

　ベトナム戦争の枯れ葉剤の影響とみられる結合双生児として生まれたグエン・ドクさん（35）が、10月に広島市の平和記念公園を訪れることが30日、分かった。広島県東広島市を中心に活動し、訪問を要請した市民団体「広島ベトナム平和友好協会」が明らかにした。広島訪問は初めてという。

　協会によると、10月20日に平和記念公園の慰霊碑に献花し、原爆資料館を見学。米軍が散布した枯れ葉剤の被害を伝えようと、21日に東広島市で講演会を開く。

　9月に協会側に届いたドクさんのメールには「奇跡的な努力の結果、戦争で破壊された広島市は発展し、とても美しい都市になった」と記されていた。

社説　新潟県知事選　原発立地の安全論じよ
朝日新聞デジタル2016年10月1日（土）付
　新潟県知事選が告示された。原子力規制委員会による東京電力柏崎刈羽原発の安全審査が終盤を迎えるなか、再稼働に慎重だった現職の泉田裕彦氏が立候補を見送った。新知事は再稼働に同意するのか、判断を求められることになる。
　無所属の新顔４人が立候補した。自民、公明推薦で前長岡市長の森民夫氏と、共産、社民、生活推薦で医師の米山隆一氏の全面対決の様相になっている。
　柏崎刈羽原発の３０キロ圏には約４６万人が住む。住民の安全をどう確保していくか。投開票の１６日にむけ、各候補は対策を具体的に語ってもらいたい。
　事故時に住民をスムーズに避難させる防災対策は、原発の安全上の「最後の壁」とされる。立地自治体トップの知事に課せられる責務は極めて重い。
　泉田氏は「東電福島第一原発事故の検証と総括なしに、再稼働を議論しない」とし、有識者委員会で独自検証を続けてきた。住民避難計画が新規制基準に含まれていない点も問題視し、国に改善を求めてきた。
　柏崎刈羽原発では０２年に東電のトラブル隠しが発覚し、０７年の中越沖地震では火災と微量の放射能漏れが起きた。原発と東電への県民の不安と不信は根強い。泉田氏はこれを踏まえ、問題提起を続けてきたといえる。
　今回の選挙で、米山氏は「泉田路線を継承し、福島事故の検証がなされない限り、再稼働の議論は始めない」と主張する。泉田氏の政治手法に批判的だった森氏は「県民の安全最優先で、規制委の結論が出れば厳しく検証する」と一線を画す。
　有権者の判断のポイントになってきそうだ。
　知事が持つ原発再稼働への「同意権」は、電力事業者との安全協定に由来した慣例的な権限で、法的なものではない。
　７月に就任した鹿児島県の三反園訓知事が九州電力川内原発の運転停止を要請した際、「国のエネルギー政策を揺るがすべきではない」との批判が上がったが、この批判はおかしい。事故で最も影響を受けるのは立地地域だ。住民の不安を軽減するため、自治体は事業者と交渉を重ね、安全対策に関与するしくみと権限を獲得してきた。
　福島の事故で、住民の不安はさらに強まった。自治体トップが、安全確保を事業者と国任せにしないのはむしろ当然だ。
　新潟県は東電の供給区域ではないのに、首都圏に送電する原発のリスクを負ってきた。知事選は、国の政策に直結する選択となる。全国的な視野に立った論戦を期待したい。
高知新聞2016.09.30 08:00
社説　【国会論戦】建設的な議論には程遠い
　安倍首相の所信表明演説に対する各党の代表質問が衆参両院で行われた。
　民進党の新代表に就いた蓮舫氏らがアベノミクスや環太平洋連携協定（ＴＰＰ）、憲法改正などについてただしたが、首相が所信表明演説で強調した「建設的な議論」には相変わらず程遠い。
　蓮舫氏は批判だけでなく提案を重視する方針を掲げている。国民の信頼を取り戻し、民進党が政権の選択肢となり得る存在に復活するためには、課題解決に向けた政策や対案を提示する姿勢は必要だろう。
　ただし、「提案型の野党」にとらわれ、政権が進める政策の問題点などを厳しく追及する野党の役割を忘れては困る。批判のための批判は避けるべきだが、批判的な検証なしには提案も生まれない。
　代表質問で野党側は、アベノミクスやＴＰＰ、安全保障関連法などについて論戦を挑んだ。多くの国民が疑問や不安を抱いている問題だが、安倍首相が答弁に臨む姿勢は相変わらずというほかない。
　蓮舫氏は年金積立金の運用の在り方をただし、改善を求めた。首相は「短期的な評価損を取り上げて、年金制度に対する不安をあおることは慎むべきだ」と反論した。
　批判に謙虚に耳を傾けないばかりか、旧民主党政権の失敗をことさらあげつらい、批判を封じ込めようとするかのような場面も少なくない。こうした姿勢では、建設的な議論が成り立つはずがないだろう。
　背景には政権奪還後、安倍自民党が党勢を拡大し続けていることがある。７月の参院選を経て衆参両院で単独過半数を占め、改憲に前向きな勢力は発議に必要な３分の２を超える。１強体制の進行とともに安倍政権のおごりも目立つ。
　それを象徴する出来事も起きた。所信表明演説中の首相に促され、自民党議員が一斉に起立して拍手した問題だ。まるで独裁国家を思わせるような異常な光景には、同党国対メンバーの指示があった可能性が高いとみられる。
　民進党批判が目に付く安倍政権だが、従来、主に野党が重視してきた政策を取り込む姿勢は見逃せない。賃金格差是正に向けた最低賃金の大幅な引き上げや同一労働同一賃金、長時間労働の是正などだ。
　７月の参院選を前にした「争点封じ」との見方に加え、行き詰まり感が漂うアベノミクスの打開策との指摘もある。政権の本気度に疑問符が付くとはいえ、労働環境の改善自体は積極的に進めるべきだ。
　その際、政権だけの「手柄」にするのではなく、野党の主張を取り入れたことも率直に認める。大政党としての懐の深さを示すなら、建設的な議論につながるのではないか。
　代表質問に続き、予算委員会などでの審議が始まる。批判的な質問者に、首相自らやじを飛ばすような光景は二度と見たくない。謙虚に受け止め、丁寧な説明を通じて理解を得ていくよう改めて求める。 
社説　知事選告示　新潟の未来図をどう語る
新潟日報2016/09/30
　任期満了に伴う県知事選が２９日、告示された。投票は１０月１６日で即日開票される。
　知事選には、無所属新人４人が立候補を届け出た。新人同士が激突する知事選は、現職の泉田裕彦氏が初当選した２００４年以来、１２年ぶりとなる。
　東京電力柏崎刈羽原発の再稼働問題や人口減への対応など、大きな課題を抱えた中での選挙戦だ。
　３期１２年にわたった泉田県政をどう評価するのか。
　高齢化や経済格差の拡大で地方の地盤沈下が進む中、本県の将来像をどう描くのか。
　新潟の明日を担うための政策論争を大いに展開してほしい。
　新有権者の１８歳、１９歳にとっては今回が初の知事選になる。
　若者の県外流出は本県の大きな課題だ。候補者は、若い世代が新潟に住み続けたいと思えるようなビジョンを示してほしい。
　選挙戦に挑むのは、元団体職員の三村誉一氏、前長岡市長の森民夫氏、医師の米山隆一氏、行政書士の後藤浩昌氏という顔ぶれだ。
　４選出馬を表明していた泉田知事が８月末にこれを撤回したことで、選挙構図は一変した。
　選挙戦は与党の自民、公明両党が支持する森氏と共産、生活、社民の野党３党が推す米山氏との戦いが軸となるとみられている。
　７月の参院選では、野党第１党の民進党も野党共闘に参加して森裕子氏を当選させた。だが今回、民進は自主投票だ。連合新潟は森民夫氏を支持している。
　知事選は政党選挙とイコールではない。とはいえ、この与野党対決の枠組みが選挙戦にどう影響するかは、焦点の一つだろう。
　全国的に注目を集めるのが、柏崎刈羽原発の再稼働問題だ。
　次の知事は再稼働への判断を迫られる可能性がある。その対応いかんでは、各地の原発再稼働にも影響を与えかねない。
　森氏は県民の安全確保を最優先課題とし、原子力規制委員会の結論を厳しく検証するという。
　米山氏は再稼働に慎重な姿勢を前面に押し出し、泉田知事の路線を継承するとしている。
　原発立地県の県民として、将来的に原発とどう向き合っていくのかは極めて重要だ。知事選をこの問題を考える好機としたい。
　県政は、ほかにも多くの政策課題を抱えている。
　本県の人口はこの１２年で約１６万人減った。人口減対策には、雇用の場の確保が欠かせない。基盤である製造業の底上げをはじめ、県経済をどう活性化させるか。
　子育てしやすい環境の整備や地域医療の充実も必要になる。
　今臨時国会では、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案が審議される。足腰の強い農業を育てるための方策が求められている。
　新潟空港や上越新幹線などの交通インフラをどう生かすかも問われよう。北陸新幹線開業などで、本県の優位性は薄れている。
　ロシア極東と結ぶ予定だった日本海横断航路問題の処理も課題となる。歴史の中で本県が対岸諸国と築いてきた信頼関係が、失われることがあってはならない。
社説　機動隊の危険行為　優先すべきは市民の安全

琉球新報2016年9月30日 06:02 
　優先すべきは工事ではなく、市民の安全である。その当たり前のことさえ理解できない機動隊は、即座に撤収すべきだ。
　東村と国頭村に広がる米軍北部訓練場内に新設されるヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）のうち、Ｈ地区の工事現場周辺で、木の伐採を阻止しようとした市民十数人を、機動隊員がロープで縛った上で強制排除した。
　市民の安全を一顧だにしない暴挙であり、強く抗議する。
　機動隊員は、数メートルの高さがあるヘリパッド造成地の斜面に座り込むなどしていた市民一人一人の腰などにロープを巻き付けた。斜面上の機動隊員がそのロープを引っ張り、下にいた機動隊員が市民を抱える形で上に運んだ。
　録画されているのを意識してか、市民が撮影した動画には機動隊員が「移動をお願いします」と丁寧に促す言葉も入っている。
　だが、言葉と裏腹にやっていることは乱暴過ぎる。市民を物として扱っているとしか思えない。市民を縛った工事用の細いロープは体に食い込み、相当な苦痛を与えることは容易に想像がつく。これが機動隊のやることなのか。
　女性の一人は「リュックサックにロープを結ばれたので、引っ張り上げられた時に首が絞まるような形になった」と話している。極めて危険な行為であり、到底認めることはできない。
　足首をひねった５０代男性のため、救急車を呼ぶよう市民が求めても、機動隊側は当初無視したという。けがを負った市民を一時的であれ、放置したことは看過できない。
　政府は米軍提供施設内への市民の立ち入りに対し、刑事特別法を適用し、逮捕する方向で調整している。基地警備員や沖縄防衛局職員をその任に当たらせる方針とされる。
　横田達弁護士は「基地内での私人逮捕は法律的にできなくはない。だが、本来の職務を逸脱した不当な逮捕になる」と指摘している。防衛局の職員が政府として推し進める工事で「私人」を装うことは許されない。
　子や孫、沖縄の将来のため、座り込む市民に対し、政府が刑特法を適用して逮捕するなら「弾圧国家」のそしりを免れない。
　沖縄に過重な米軍基地負担を押し付け何ら恥じないばかりか、抗議する市民を暴力的に排除し、逮捕まで画策する。そんな政府に正義はない。
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社説　禁止条約発効へ知恵絞れ／核実験自制国連決議

　国連安全保障理事会は包括的核実験禁止条約（CTBT）に関する会合で、あらゆる国に爆発を伴う核実験の自制を求める決議案を賛成多数で採択した。米国が主導し非常任理事国の日本も賛成した。唯一の被爆国である日本の果たす役割は大きいだろう。

　CTBTは署名開始から9月で20年になるが、発効していない。条約交渉時点で研究・発電用の原子炉を持っていた44カ国の批准が必要なためで、米国や中国、イスラエル、北朝鮮、インド、パキスタン、エジプト、イランが未批准のままだ。

　米国のオバマ大統領は2009年に「核なき世界」を追求する決意を示し、今年5月に現職米大統領として初めて広島を訪問。またCTBT早期批准に向け対議会工作を続けてきたが、加盟国がひそかに実験することなどを恐れる議会共和党の反対に遭い、批准承認のめどが立たない。

　そうした中、オバマ政権は核軍縮の停滞状況を打破し、核実験を繰り返す北朝鮮をけん制する目的で国連決議採択をけん引した。

　だが内容は中国やロシアの反対で大幅に後退した。草案には制裁に道を開く「国連憲章7章の下で行動する」との文言や各国への定期的な報告義務を盛り込んでいたが、削除された。決議でCTBTの規範性を強めようとした米国の所期の目的は損なわれた。

　それでも五つの核保有国を含む安保理がCTBT早期発効の重要性と緊急性を強調し、北朝鮮に自制を促した意味は小さくない。今回の決議を一里塚に、発効へ向けた努力を関係国が地道に続けるしかない。

　日本も知恵を絞り、外交努力を倍加していかなくてはならない。具体的には、発効に必要な八つの未批准国への働き掛けを強めることだ。鍵となる国に対し、日本には「外交カード」もある。

　安倍政権は核拡散防止条約（NPT）未加盟のインドとの原子力協定を年内にも署名する考えだ。国民の間には反発があり、そのこと自体に大きな問題があるが、例えばインドのCTBTへの署名・批准を協定署名の条件にできないか。

　米国の世論対策も極めて重要だ。北朝鮮の核実験を探知する国際監視制度（IMS）が日本などの安全保障に資することを訴えながら、議会共和党との対話に乗り出す時期に来ているのではないか。

神戸新聞2016/09/30
社説　核実験自制決議／廃絶への新たな出発点に
　爆発を伴う核実験の自制をあらゆる国に求める決議を、国連安全保障理事会が採択した。
　米国主導の呼び掛けにほぼ全ての理事国が賛同し、シリア問題などで米国と対立するロシアや中国も賛成票を投じた。決議に拘束力はないが、核兵器を保有する英仏なども足並みをそろえた意義は大きい。
　被爆地の広島、長崎では「核廃絶に向けた国際社会の機運が高まる契機になれば」と期待の声が上がる。具体的な行動につなげていく今後の取り組みが重要になる。
　決議は、全ての核実験を禁止する包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）の早期発効への取り組みも各国に促した。ＣＴＢＴは２０年前の国連総会で採択されたが、いまだに発効していない。核を保有する米国や中国などが批准していないためだ。
　米国では野党共和党が多数を占める議会が批准に反対している。しかし、ＣＴＢＴが発効すればオバマ米大統領が提唱する「核なき世界」に一歩近づくことになる。米政府は決議を国内論議の追い風にすべきだ。
　オバマ氏がチェコの首都プラハで核廃絶への決意を語ったのは２００９年４月である。「米国は核兵器を使用した唯一の核保有国」と述べ、「行動する動機的な責任」があると強調した。その年にノーベル平和賞を受け、今年５月に現職米大統領として初めて広島を訪問した。
　オバマ氏の任期はあと約４カ月。決議の採択には核廃絶への前向きな姿勢をあらためて印象付ける狙いがあるのだろう。難色を示すロシアや中国に譲歩し、最終的に各国の自主的な判断に委ねる内容とした。
　現実には北朝鮮が爆発を伴う核実験を繰り返すなど、緊張は高まっている。一方で、米国が行っている臨界前核実験は爆発を伴わないため決議の対象外となり、公平性や実効性に疑問を呈する声もある。
　核大国の米国は、オーストリアなど非核保有国が求める核兵器禁止条約の締結には強く反対し、「核なき世界」の主張と矛盾するような対応を取っている。決議は核保有国に配慮した妥協の産物ともいえる。
　とはいえ、安保理決議は国際社会に対する呼び掛けであり、これを核廃絶に向けた新たな出発点とすべきだ。唯一の被爆国である日本はその先頭に立ち、全ての核兵器をなくす取り組みを確かなものにしたい。
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